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平成24年度環境農林水産に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望
　日頃から、大阪府環境農林水産行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　先の東日本大震災は、被災地への直接的な被害をもたらしただけではなく、広範な地域に多大な影響を与えました。今回の震災を踏まえ、様々な自然災害が発生した場合にも、府民の安全･安心を確保するため、災害に強い都市づくりが求められており、本府におきましても着実な取組みを推進してまいります。

大阪の農林水産業においては、「大阪府新農林水産業振興ビジョン」を策定し、「府民とともにめざす豊かな食とみどりの創造」を基本目標に、地産地消の推進や遊休農地の解消など様々な取組みを進めています。

また、大阪の環境は、大気汚染や水質汚濁、廃棄物の不適正処理といった課題に加え、地球温暖化やヒートアイランドなど、多様化、複雑化しています。このような状況の中「大阪21世紀の新環境総合計画」を策定し、府民がつくる、暮らしやすい環境・エネルギー都市をめざし、市町村や地域と連携し、様々な取組みを進めています。

　平成24年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。　　　　　　　　　　
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１．家電リサイクルの推進　
家電リサイクル法によりリサイクルを実施する者は、「再商品化等の認定」を受けた製造業者等に限定されているが、これらの者と同等以上に確実に収集運搬・リサイクルを実施できるシステムを確立している再生資源業者を法の枠組みの中に位置づけることにより、リサイクル方法を選択できる幅を広げ、消費者の負担軽減や利便性の向上を図られたい。
２．一般廃棄物の再生利用に係る知事の指定制度の創設　

一の都道府県の区域においてリサイクルルートが広域的・組織的に確立され、透明性が確保されているような場合は、事業者のリサイクル処理の実態に即した広域的なリサイクルが促進されるよう一般廃棄物の再生利用にかかる収集運搬を知事が指定できる制度を創設されたい。
３．都市農業の推進、都市農地の保全に資する支援制度の拡充
本府では、「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」に基づき、保全すべき農地を「農空間保全地域」として指定し、重点的に施策を推進している。

都市農業の振興、都市農地の保全が図られるよう、生産緑地において、農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定を可能とすること。

併せて、市街化調整区域内農地と同様、生産緑地においても税制の見直しを早急に行うこと。

４．災害に強い農空間づくりの推進
東南海・南海地震などの大規模地震や集中豪雨などの自然災害から、府民の生命、財産、農地を守る災害に強い農空間づくりの推進が必要である。
このため、農業用ため池の耐震性調査・診断を緊急に行う制度を創設するとともに、耐震対策を推進する所要の財源措置を講じられたい。
また、農地・農業用施設の防災機能の確保と防災利活用の推進に向け、国庫交付金の地方裁量の自由度を確保すること。
５．地籍調査事業の推進　

大阪府では、『大阪府地籍調査促進戦略』を策定し、事業推進を図っており、平成22年度末の地籍調査進捗率が約８％と、全国ワースト１を脱却したところである。一方で、府内の約半数の市町村が未着手・休止中であり、これを解消することが重要となっている。

このような中、平成22年度から実施された『都市部官民境界基本調査』は、これを契機に新たな市町が事業着手するなど、地籍調査の推進に大きな効果を発揮している。大阪府では、非DID地区の宅地・農用地が、DID地区と連続した利用形態となっているエリアが多く存在しているため、未着手市町村等の解消へ向け、都市部官民境界基本調査がより広範囲に実施できるよう対象区域を拡大されたい。
６．計量法に定める計量証明の事業の登録に係る規程の見直し　

　計量法の規定により、計量証明の事業を行うに当たっては、政令で定めるものを除き、知事の登録を受けなくてはならないこととされている。
現在、大阪府の試験研究機関として環境農林水産総合研究所は、証明行為と解される環境調査データを公表しているが、当該研究所は平成２４年４月に地方独立行政法人として新たに設立される。

独立行政法人化後も、従前と同様の証明行為を行うことから、労働安全衛生総合研究所等と同様に「計量証明の事業の登録を要しない独立行政法人」とするよう、計量法第１０７条但書きの規定を見直すこと。
７．卸売市場法に定める業務規程の変更に関する大臣認可の見直し
　地域の実情に即し、市場を取り巻く経済環境の変化に応じた弾力的な業務運営を迅速に行うため、業務規程の制定、変更時における卸売市場法に基づく農林水産大臣の認可について、地域主権の観点から見直すこと。
８．地域の実情に応じた中央拠点市場の指定
　中央拠点市場の指定にあたっては、それぞれの中央卸売市場の地域における実情（開設区域の規模、開設区域内の人口など）を考慮するとともに、指定の基準についても弾力的な運用を図ること。

９．民営食肉地方卸売市場への支援措置の拡充・強化
　運営主体が公営と民営の違いがあるものの、地方卸売市場の果たしている役割は、生鮮食料品等の円滑な流通の確保など、同様の役割を担っている。

　市場の運営主体が民営の場合、補助制度が限定されているため、市場の円滑な運営に必要かつ十分な支援措置の一層の拡充・強化を図られたい。併せて、国産牛肉の消費拡大に向けた支援策の充実を図られたい。

10．畜産リサイクルの推進
　国における牛せき柱の円滑な処理事業について、畜産リサイクルの推進と飼料用動物性油脂等の安定供給を図るため、平成２４年度以降も、食肉関連事業者への十分な支援策として講じられたい。

